
参考資料２

中部地方整備局事業評価監視委員会運営要領

本運営要領は、中部地方整備局事業評価監視委員会規則（平成１５年７月２２日付、

国部整企画第９３号）（以下「規則」という。）第４条第２号に基づき、中部地方整備局

事業評価監視委員会（以下「委員会」という。）の審議方法に関し必要な事項を定めるも

のである。

１．委員会運営に関する事項

（１）委員会の開催

委員会は、以下の場合に開催するものとし、あらかじめ事務局が各委員と日程調

整を行った上で、委員長が召集するものとする。

①再評価を実施する事業のうち、個別箇所で予算内示される事業について、年度

予算の概算要求書の財務省への提出及び政府予算案の閣議決定までに、 対応

方針（原案）についての審議を行う場合

②再評価を実施する事業のうち、前号の事業以外の事業について、年度予算の実

施計画承認までに対応方針（原案）についての審議を行う場合

③事後評価を実施する事業について、事後評価の対象となる年の年度末までに対

応方針（原案）についての審議を行う場合。

④その他、委員長が特に必要と認める場合

（２）会議の成立条件

会議は、委員会の委員総数の過半数の出席をもって成立する。

（３）会議の進行

会議の進行は委員長が行う。

（４）会議の議事の決定方法

会議の議事は、出席した委員の過半数で決定する。可否同数の場合は委員長が

決定する。

（５）会議の記録

事務局は、会議の議事内容について、その議事録を作成し、出席した委員の確認

を得なければならない。

（６）会議の公開

会議は、原則として公開（当面は報道関係者に対してのみ）とする。また、審議

の内容によっては委員会に諮り、非公開とすることができる。

（７）意見の具申

委員長は、審議の結果をとりまとめ、必要であると判断した場合は、中部地方整

備局長に対して意見具申を行う。

事務局は、意見の具申があった場合には、その内容を議事録に記録する。



２．会議で用いる資料

会議には以下の資料を用いるものとする。

（１）再評価及び事後評価を実施する事業とその事業に対する対応方針（原案）の一覧

表

（２）各事業所管部局において定める「再評価実施要領細目」に基づき作成される再評

価に係る資料

（３）各事業所管部局において定める「事後評価実施要領細目」に基づき作成される

事後評価に係る資料

（４）その他必要な資料

３．審議過程の透明性の確保

（１）公表の主体

委員会に関する資料の公表については事務局が行うものとする。

（２）会議の開催日程、開催場所の公表

委員会の審議過程の透明性の確保を図るため、会議の開催日程、開催場所につい

て、あらかじめ公表するものとする。

（３）審議内容等の公表

会議に提出された資料、議事録等については、公表するものとする。

ただし、個人情報等公表することが適切でないものについては、事務局は委員会

の了承を得て公表しないものとする。

（４）公表の時期

会議に提出された資料、議事録等の公表は、会議終了後速やかに行うものとする。

４．その他委員会を運営する上で必要となる事項

（１）外部からの意見聴取

事業特性の把握や技術的判断等が反映可能な運営を図る上で、委員長が特に必要

と判断した場合、外部の専門家等の意見を聞くことができる。

（２）公団等からの依頼について

公団等から当事業評価監視委員会にて審議の依頼があった場合は、本委員会で取

り扱うことができる。

５．運営要領に定めのない事項及び運営要領の見直し

運営要領に定めのない事項及び本運営要領の変更は、委員会の審議で決定する。

６．施行期日

本運営要領は、平成１３年７月２７日から施行する。

平成１６年２月２７日 一部改正



国土交通省所管公共事業の再評価実施要領

第４ １項（４）

河川事業、ダム事業については、河川法に基づき、学識経

験者等から構成される委員会等での審議を経て、河川整備

再評価の手続きが行計画の策定・変更を行った場合には、

ものとする。われたものとして位置付ける

河川及びダム事業の再評価実施要領細目

第４ １項（３）

実施要領第４ １（４）の規程に基づき河川整備計画の策定

その結・変更により再評価の手続きが行われた場合には、

するものとする。果を事業評価監視委員会に報告


